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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(1）連結経営指標等           

売上高 (百万円) 54,076 63,590 65,437 111,423 128,803 

経常利益 (百万円) 1,826 2,420 126 3,206 4,142 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,027 1,300 651 1,829 1,624 

純資産額 (百万円) 68,487 70,854 73,274 70,604 71,814 

総資産額 (百万円) 138,940 140,916 148,178 140,739 144,537 

１株当たり純資産額 (円) 679.50 703.00 727.06 699.95 712.05 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
(円) 10.20 12.91 6.46 17.59 15.61 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 49.3 50.3 49.5 50.2 49.7 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) 7,231 4,976 △2,087 10,576 10,596 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △8,478 △3,275 △3,675 △13,474 △8,981 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) 572 △2,291 4,969 917 △2,607 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 8,359 6,404 6,158 6,989 6,086 

従業員数 (人) 2,516 2,488 2,636 2,476 2,461 

 



 （注）１．消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まない。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 

回次 第107期中 第108期中 第109期中 第107期 第108期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高 (百万円) 46,501 55,494 57,250 96,111 111,960 

経常利益又は 

経常損失（△） 
(百万円) 1,402 1,914 △438 2,222 3,223 

中間（当期）純利益 (百万円) 787 1,113 390 1,295 1,561 

資本金 (百万円) 5,040 5,040 5,040 5,040 5,040 

発行済株式総数 (千株) 100,800 100,800 100,800 100,800 100,800 

純資産額 (百万円) 63,876 65,904 68,115 65,841 66,993 

総資産額 (百万円) 125,330 128,663 134,569 128,053 133,464 

１株当たり中間（年

間）配当額 
(円) 2.50 2.50 2.50 5.00 5.00 

自己資本比率 (％) 51.0 51.2 50.6 51.4 50.2 

従業員数 (人) 1,264 1,266 1,260 1,256 1,260 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、親会社、子会社10社及び関連会社３社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はない。 

 なお、主要な関係会社の異動は次のとおりである。 

（機能材料関連事業） 

 当中間連結会計期間より、東志投資有限公司、深圳東紅開発磁盤有限公司及び東紅開発磁盤香港有限公司の３社を

連結子会社としている。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社を新たに連結子会社としている。 

 なお、平成17年４月１日付で鋼鈑建材㈱及び山橋工業㈱は合併し、ＫＹテクノロジー㈱となっている。 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

３．深圳東紅開発磁盤有限公司は特定子会社である。  

４．東志投資有限公司及び深圳東紅開発磁盤有限公司は、前連結会計年度において非連結子会社であったが、当

中間連結会計期間より連結子会社としている。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。 

２．臨時従業員数は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略している。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員である。 

２．臨時従業員数は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略している。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特記すべき事項はない。 

名称 住所 
資本金 

（千米ドル） 
主要な事業の内容 

議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）            

東志投資有限公司  
中国 

香港 
3,570 機能材料関連事業  60.0 役員兼任２名  

深圳東紅開発磁盤

有限公司  

中国  

広東省深圳市  
7,000 機能材料関連事業  

51.0 

(51.0) 

役員兼任１名、出向

等１名  

東紅開発磁盤香港

有限公司  

中国  

香港  
100 機能材料関連事業  

100.0 

(100.0) 

役員兼任１名、出向

等１名  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

鋼板関連事業 1,591 

機能材料関連事業 1,045 

合計 2,636 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,260 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用情勢に厳しさが残るものの、設備投資の増加や個人消費の堅実

な回復により、緩やかに回復の過程をたどった。 

 鉄鋼の国内需要は、建設関連では土木は低調だったが建築が底堅く推移し総じて改善され、製造業関連も電機で

在庫調整が続いたものの造船、自動車、産業機械ともに好調を持続し、全体として増加した。鉄鋼の輸出は、アジ

ア向けは若干減少したが、依然として高水準を維持した。 

 このような状況の下で、当社グループ（当社及び連結子会社）は受注の確保に鋭意努力した結果、当中間連結会

計期間の連結売上高は、前年同期比18億46百万円増の654億37百万円となったが、鋼板関連事業の受託生産を除い

た販売数量の大幅な減少、高採算品種比率の低下及び原材料等の調達難と製造費用の増加により急激かつ大きく業

績が悪化し、連結経常利益は1億26百万円（前年同期比22億94百万円の減）にとどまり、また、税引後の連結中間

純利益は特別利益の計上により6億51百万円（前年同期比6億49百万円の減）となった。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

① 鋼板関連事業 

 原材料の価格上昇と調達難の中で製品の価格改定と安定供給に努めたが、国内外での市場における需要動向と価

格対応の影響を受け、受託生産を除いた販売数量は大きく減少した。 

 缶用材料等については、ぶりき、ハイトップ（ティンフリースチール）及びハイペット（缶用ラミネート材）

は、食缶向けは引き続き減少傾向が続き、18リットル缶及び美術缶向けも低調に推移した。 

 シルバートップ（電気亜鉛メッキ鋼板）は、事務用機器、ベアリング向けは増加したが、電気・電子機器向けは

減少した。 

 ニッケルトップ（ニッケルメッキ鋼板）は、自動車向けは増加したが、電気・電子機器向けが在庫調整の影響に

より減少し、電池向けも伸び悩んだ。 

 ビニトップ（高級化粧鋼板）は、建築材料向けのカーテンレール用は増加したが、プレハブ、ユニットバス用が

減少し、電気機器向けの冷蔵庫用も低調だった。 

 薄板類は、梱包用帯鋼、受託生産は増加したが、電子機器向けの特殊薄板が国内及び海外向けとも在庫調整の影

響を大きく受けて減少し、電池向けも振るわなかった。 

 その他の品種は、物流器材関係は前年同期並だったが建材関係が大幅に減少した。 

 この結果、鋼板関連事業の売上高は前年同期並の533億44百万円となったが、営業損益については前年同期に比

べ27億54百万円減少し、11億96百万円の営業損失となった。 

② 機能材料関連事業 

 主力の磁気ディスク用基板は、アルミ基板及びガラス基板ともに好調に推移した。 

 硬質合金は好調を持続し、機械器具も堅調に推移したが、クラッド材は総じて低調に推移した。 

 この結果、機能材料関連事業の売上高は前年同期比19億20百万円増の121億97百万円、営業利益は12億76百万円

（前年同期比3億23百万円の増）となった。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ71百万円増加し、当中間連結会計期間末には61億58百万円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の減少は20億87百万円（前年同期は49億76百万円の増加）とな

った。これは、前中間連結会計期間に比べ税金等調整前中間純利益が減少したこと、たな卸資産及び法人税等の支

払額が増加し、仕入債務が減少したこと、また社内預金制度廃止にともなう支出があったこと等によるものであ

る。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は36億75百万円（前年同期比12.2％増）となった。これ

は、前中間連結会計期間に比べ有形固定資産の取得による支出が増加したこと等によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の増加は49億69百万円（前年同期は22億91百万円の減少）とな

った。これは、短期借入金の借入があったこと等によるものである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は、販売価額をもって示している。 

２．消費税等は含まない。 

(2）受注状況 

 （注）１．鋼板関連事業の一部の製品は見込み生産を行っているため、受注高及び受注残高には含んでいない。 

２．消費税等は含まない。 

(3）販売実績 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

２．消費税等は含まない。 

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間 前年同期比（％） 

鋼板関連事業（百万円） 52,688 5.4 

機能材料関連事業（百万円） 11,803 15.8 

合計（百万円） 64,492 7.1 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

鋼板関連事業 53,135 0.8 29,736 11.7 

機能材料関連事業 12,227 18.3 2,041 18.0 

合計 65,362 3.6 31,777 12.1 

事業の種類別セグメントの名称 当中間連結会計期間 前年同期比（％） 

鋼板関連事業（百万円） 53,344 △0.4 

機能材料関連事業（百万円） 12,197 18.7 

セグメント間売上の消去（百万円） △104 △57.6 

合計（百万円） 65,437 2.9 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

東洋製罐㈱ 9,012 14.2 9,534 14.6 

丸紅㈱ 5,424 8.5 6,855 10.5 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はな

い。 

４【経営上の重要な契約等】 

  当社は、平成17年９月27日に大和ハウス工業株式会社と不動産売買契約を締結した。 

  

(1）譲渡資産    所在地 千葉県浦安市千鳥11番１ 

          物件  土地 74,319㎡ 

(2）譲渡価額    148億円 

(3）譲渡日（予定） 平成18年３月（全体の約６割） 

          平成18年６月（残りの部分） 

５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発に関しては、技術研究開発部門が中心となり、商品開発、技術、

市場開発、営業並びに製造の各部門が相互に有機的な連携をとり、快適な生活環境の保全や高度情報化といった新し

い社会ニーズに対応するため、主力製品である缶用材料をはじめ、各種表面処理鋼板及び鋼板の加工品、硬質合金、

電子機器部品、機械器具、クラッド材、電池材料、新素材及び新機能材料等の各分野において、顧客満足を先取りし

た新材料・新技術の開発を目的として研究開発を進めている。 

 当中間連結会計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）全体の研究開発費は1,244百万円であり、各事

業の種類別セグメントにおける研究目的、研究課題、研究成果並びに研究開発費は、次のとおりである。 

① 鋼板関連事業 

 当中間連結会計期間における鋼板及び鋼板の加工品の研究開発は、循環型社会に対応し、環境保全に配慮した材

料・技術の開発、並びに原材料高騰に対応するコストダウンのための技術開発に重点を置いて進められた。 

 缶用材料分野では、環境に優しいポリエステルフィルムを被覆した缶用材料への更なる適用拡大、並びにコストダ

ウンのための開発に注力した結果、ポリエステル系フィルムで被覆した鋼板及びアルミ板の適用が拡大し、コストダ

ウンに対応する新プロセスや材料の開発にも進展が見られた。 

 その他の表面処理鋼板分野では、環境負荷の少ない塩ビ代替の樹脂被覆鋼板並びにクロムフリー、鉛フリーに対応

した複合亜鉛メッキ鋼板の適用拡大が進んだ。 

 電池材料分野においては、電子・情報機器等の高性能化に伴う大容量・高性能電池に対応した材料、表面処理技術

及びコストダウンのための技術の開発・実用化が進展した。 

 薄板分野では、原材料高騰に対応するコストダウンに傾注し新プロセスや材料開発が進んだ。 

 高級化粧鋼板を使用した建材及び住機・住設といった鋼板の加工品分野や梱包用帯においても、品質向上やコスト

ダウン対応のための技術開発が着実に進展した。 

 当中間連結会計期間における鋼板関連事業の研究開発費は1,060百万円である。 

② 機能材料関連事業 

 当中間連結会計期間における硬質合金、電子機器部品、クラッド材、機械器具等の分野においては、高性能、高機

能、小型化、軽量化等に対応するための材料・技術開発が進展した。 

 ハードディスク材料（磁気ディスク用基板）については、情報機器の高密度化・高性能化や小型のハードディスク

に対応できるアルミ及びガラス基板の技術開発が進展した。 

 新素材・新機能材料の分野では、薄膜技術、接合技術等を応用して次世代の機能材料の研究開発とその応用開発を

進めた結果、真空接合によるクラッド技術を活かした高性能金属積層板の開発が進展するとともに、薄膜技術・表面

処理技術を活用したバイオ関連の解析診断チップ用基板の開発も着実に前進した。 

 機械器具等の分野では、樹脂バンドに対応した新型自動結束機や極低圧型エアーベアリングの開発を進め、樹脂バ

ンドに対応可能な結束ヘッドの開発や高耐久性エアーベアリングの考案等着実な進展をみた。 

 当中間連結会計期間における機能材料関連事業の研究開発費は184百万円である。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 403,200,000 

計 403,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月26日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 100,800,000 100,800,000 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 100,800,000 100,800,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
0 100,800 0 5,040 0 6 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

東洋製罐株式会社 東京都千代田区内幸町１丁目３番１号 47,885 47.51 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 5,512 5.47 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 4,180 4.15 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 3,564 3.54 

財団法人東洋食品研究所 兵庫県川西市南花屋敷４丁目23－２ 2,055 2.04 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 1,680 1.67 

株式会社淀川製鋼所 
大阪府大阪市中央区南本町４丁目１－

１ 
1,429 1.42 

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町４丁目２－36 1,316 1.31 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパニ

ー・インターナショナル・リミテッド 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON 

E144QA ENGLAND 
1,168 1.16 

（常任代理人 モルガン・スタンレー証券会

社東京支店）  
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３）      

シービーエヌワイ デイエフエイ インター

ナショナル キャップ バリュー ポートフ

ォリオ 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA, 

CA 90401 USA 
1,151 1.14 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東

京支店）  
（東京都品川区東品川２丁目３－14）      

計 － 69,941 69.39 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 0 0 ─ 

議決権制限株式（自己株式等） 0 0 ─ 

議決権制限株式（その他） 0 0 ─ 

完全議決権株式（自己株式等） 

(自己保有株式) 

普通株式        16,000 
0 ─ 

(相互保有株式) 

普通株式       110,000 
0 ─ 

完全議決権株式（その他） 普通株式   100,536,000 100,536 ─ 

単元未満株式 普通株式       138,000 0 
一単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 100,800,000               ─  ─ 

総株主の議決権 ─ 100,536 ─ 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

自己保有株式 

 東洋鋼鈑株式会社 

東京都千代田区四番

町２番地12 
16,000 0 16,000 0.02 

相互保有株式 

 下松運輸株式会社 

山口県下松市大字東

豊井1302番地の107 
110,000 0 110,000 0.11 

計 －  126,000 0 126,000 0.13 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 575 571 512 484 426 423 

最低（円） 480 475 455 407 370 393 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

専務取締役 

機能材料部門・市場

開発プロジェクト管

掌 

専務取締役 機能材料部門管掌 森田 俊一 平成17年10月1日 

常務取締役 営業管理部門担当 常務取締役 
営業管理・市場開発部

門担当 
梅田 兼五 平成17年10月1日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30

日まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人双研社により中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     6,404 6,158   6,086 

２．受取手形及び売掛
金 

    25,895 23,204   23,645 

３．たな卸資産     25,020 31,208   28,668 

４．その他     2,225 3,489   2,832 

５．貸倒引当金     △130 △173   △214 

流動資産合計     59,414 42.2 63,887 43.1   61,018 42.2

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※1,2         

１．建物及び構築物     19,710 19,003   19,276 

２．機械装置及び運
搬具 

    36,206 34,351   36,038 

３．土地     12,289 12,319   12,305 

４．その他     2,975 3,659   2,355 

有形固定資産合計     71,182 69,334   69,976 

(2）無形固定資産     554 524   501 

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※１   8,801 12,372   10,829 

２．その他     1,038 2,115   2,284 

３．貸倒引当金     △74 △54   △72 

投資その他の資産
合計 

    9,765 14,432   13,041 

固定資産合計     81,501 57.8 84,291 56.9   83,519 57.8

資産合計     140,916 100.0 148,178 100.0   144,537 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    17,680 17,325   19,223 

２．短期借入金     17,233 25,113   19,146 

 ３．一年内償還予定社
債 

    0 5,000   0 

４．未払法人税等     860 498   1,080 

５．売上割戻引当金     42 0   37 

６．災害損失引当金     72 0   0 

７．その他     6,809 6,803   7,774 

流動負債合計     42,699 30.3 54,740 36.9   47,262 32.7

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．社債     8,000 3,000   8,000 

２．長期借入金     10,635 8,044   8,539 

３．退職給付引当金     7,209 5,566   6,705 

４．その他     521 1,912   1,199 

固定負債合計     26,366 18.7 18,523 12.5   24,444 16.9

負債合計     69,065 49.0 73,264 49.4   71,707 49.6

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     996 0.7 1,639 1.1   1,015 0.7

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     5,040 3.6 5,040 3.4   5,040 3.5

Ⅱ 資本剰余金     6 - 6 -   6 -

Ⅲ 利益剰余金     62,578 44.4 63,041 42.5   62,694 43.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    3,850 2.7 5,757 3.9   4,750 3.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     △617 △0.4 △565 △0.4   △670 △0.5

Ⅵ 自己株式     △3 △- △6 △-   △5 △-

資本合計     70,854 50.3 73,274 49.5   71,814 49.7

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    140,916 100.0 148,178 100.0   144,537 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     63,590 100.0 65,437 100.0   128,803 100.0 

Ⅱ 売上原価     55,202 86.8 59,855 91.5   112,919 87.7

売上総利益     8,388 13.2 5,581 8.5   15,884 12.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１．運賃諸掛   2,046   1,983 4,120   

２．給料諸手当   1,164   1,194 2,297   

３．退職給付引当金繰
入額 

  121   75 207   

４．研究開発費   771   690 1,517   

５．その他   1,752 5,857 9.2 1,557 5,501 8.4 3,353 11,496 8.9

営業利益     2,530 4.0 80 0.1   4,387 3.4

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   26   34 55   

２．受取配当金   59   90 75   

３．技術指導料   105   111 328   

４．固定資産売却益   49   113   

５．その他   75 317 0.5 200 437 0.7 179 754 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   228   211 425   

２．たな卸資産処分損       110   

３．固定資産除却損   102   41 259   

４．その他   96 427 0.7 137 391 0.6 203 999 0.8

経常利益     2,420 3.8 126 0.2   4,142 3.2

Ⅵ 特別利益           

1.退職給付信託設定
益          

  0 0 0.0 1,086 1,086 1.7 0 0 0.0

Ⅶ 特別損失           

１．災害損失 ※１ 52   0 120   

２．災害損失引当金繰
入額 

※２ 72     0 0   

３．固定資産臨時償却
費 

※３ 0 125 0.2 0 0 0.0 1,097 1,218 0.9

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    2,295 3.6 1,212 1.9   2,924 2.3

法人税、住民税及
び事業税 

※４ 915   493 1,230   

法人税等調整額     915 1.4 493 0.8 △64 1,165 0.9

少数株主利益     79 0.1 67 0.1   133 0.1

中間（当期）純利
益 

    1,300 2.1 651 1.0   1,624 1.3

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     6 6   6

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    6 6   6

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     61,584 62,694   61,584

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   1,300   651 1,624 

２．連結子会社と非連結
子会社の合併に伴う
剰余金増加高 

  0 1,300 0 651 43 1,668

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   251 251 503 

２．役員賞与   55 307 51 303 55 559

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    62,578 63,041   62,694

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  2,295 1,212 2,924

減価償却費   4,840 4,837 10,720

貸倒引当金の増加
（減少）額 

  28 △58 110

退職給付引当金の増
加（減少）額 

  273 79 △230

その他の引当金の増
加（減少）額 

  64 △27 △23

受取利息及び受取配
当金 

  △86 △125 △131

支払利息   228 211 425

有形固定資産除却損   102 41 259

有形固定資産売却益   △49 △7 △106

投資有価証券売却益   0 △41 △-

 退職給付信託設定益   0 △1,086 0

売上債権の増加（減
少）額 

  △3,717 499 △1,507

たな卸資産の増加額   △1,036 △2,513 △4,700

仕入債務の増加（減
少）額 

  1,612 △1,908 3,162

役員賞与の支払額   △55 △51 △55

その他   499 △2,043 130

小計   4,999 △982 10,977

利息及び配当金の受
取額 

  86 126 129

利息の支払額   △247 △211 △440

法人税等の支払（還
付）額 

  138 △1,020 △70

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  4,976 △2,087 10,596

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △3,288 △5,142 △7,326

有形固定資産の売却
による収入 

  63 1,489 126

無形固定資産の取得
による支出 

  △38 △34 △44

投資有価証券の取得
による支出 

  △47 △5 △569

投資有価証券の売却
による収入 

  0 47 4

その他   35 △31 △1,171

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,275 △3,675 △8,981

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増加
額 

  0 5,902 2,114

長期借入れによる収
入 

  216 1,201 208

長期借入金の返済に
よる支出 

  △2,224 △1,852 △4,392

配当金の支払額   △252 △251 △504

少数株主への配当金
の支払額 

  △31 △29 △31

その他   △- △- △2

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △2,291 4,969 △2,607

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  5 92 △13

Ⅴ 現金及び現金同等物の
減少額 

  △584 △702 △1,005

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  6,989 6,086 6,989

Ⅶ 連結子会社と非連結子
会社の合併に伴う現金
及び現金同等物増加額 

  0 0 102

Ⅷ 連結範囲の変更による
増減額 

  0 774 0

Ⅸ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  6,404 6,158 6,086

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１．連結の範囲に関する事項  子会社９社のうち、鋼鈑商事

㈱、鋼鈑工業㈱、鋼鈑建材㈱、山

橋工業㈱及びTOYO-MEMORY 

TECHNOLOGY SDN.BHD.の５社を連

結の範囲に含めている。 

 なお、非連結子会社４社（東洋

パックス㈱、㈱鋼鈑ビル、共同海

運㈱、東鋼商事㈱）の総資産の合

計額、売上高の合計額、中間純損

益のうち持分に見合う額の合計額

及び利益剰余金等のうち持分に見

合う額の合計額はいずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため連結の範囲に含めて

いない。 

 （注） 平成16年10月１日付で

東鋼商事㈱は鋼鈑商事

㈱に吸収合併された。 

 子会社10社のうち、鋼鈑商事

㈱、鋼鈑工業㈱、ＫＹテクノロジ

ー㈱、TOYO-MEMORY TECHNOLOGY 

SDN.BHD.、東志投資有限公司、深

圳東紅開発磁盤有限公司及び東紅

開発磁盤香港有限公司の７社を連

結の範囲に含めている。 

 なお、非連結子会社３社（東洋

パックス㈱、東洋パートナー㈱、

共同海運㈱）の総資産の合計額、

売上高の合計額、中間純損益のう

ち持分に見合う額の合計額及び利

益剰余金等のうち持分に見合う額

の合計額はいずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲に含めていな

い。 

 （注）１．当中間連結会計期間

より、東志投資有限

公司、深圳東紅開発

磁盤有限公司及び東

紅開発磁盤香港有限

公司の３社を連結子

会社としている。 

    ２．平成17年４月１日付

で鋼鈑建材㈱及び山

橋工業㈱は合併し、

ＫＹテクノロジー㈱

となった。 

    ３．平成17年６月28日付

で㈱鋼鈑ビルは商号

を東洋パートナー㈱

に変更した。 

 子会社10社のうち、鋼鈑商事

㈱、鋼鈑工業㈱、鋼鈑建材㈱、山

橋工業㈱及びTOYO-MEMORY 

TECHNOLOGY SDN.BHD.の５社を連結

の範囲に含めている。 

  なお、非連結子会社５社（東洋

パックス㈱、㈱鋼鈑ビル、共同海

運㈱、東志投資有限公司、深圳東

紅開発磁盤有限公司）の総資産の

合計額、売上高の合計額、当期純

損益のうち持分に見合う額の合計

額及び利益剰余金等のうち持分に

見合う額の合計額はいずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲に含めてい

ない。  

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社４社及び関連会社

３社（幸商事㈱、下松運輸㈱、 

Korea Yamahashi Industrial 

Co.,Ltd.）は中間連結純損益及び

連結利益剰余金等に重要な影響を

及ぼしていないため持分法を適用

していない。 

 非連結子会社３社及び関連会社

３社（幸商事㈱、下松運輸㈱、 

Korea Yamahashi Industrial 

Co.,Ltd.）は中間連結純損益及び

連結利益剰余金等に重要な影響を

及ぼしていないため持分法を適用

していない。 

  非連結子会社５社及び関連会社

３社（幸商事㈱、下松運輸㈱、 

Korea Yamahashi Industrial 

Co.,Ltd.）は連結純損益及び連結

利益剰余金等に重要な影響を及ぼ

していないため持分法を適用して

いない。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうちTOYO-MEMORY 

TECHNOLOGY SDN.BHD.の中間決算

日は６月30日であり、中間連結財

務諸表の作成にあたり、同社中間

決算日と中間連結決算日との差異

は３ヶ月以内であるため、同社の

中間決算日の財務諸表を使用して

いる。 

 なお、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っている。 

 連結子会社のうちTOYO-MEMORY 

TECHNOLOGY SDN.BHD.、東志投資

有限公司、深圳東紅開発磁盤有限

公司及び東紅開発磁盤香港有限公

司の中間決算日は６月30日であ

り、中間連結財務諸表の作成にあ

たり、同社中間決算日と中間連結

決算日との差異は３ヶ月以内であ

るため、同社の中間決算日の財務

諸表を使用している。 

 なお、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っている。 

 連結子会社のうちTOYO-MEMORY 

TECHNOLOGY SDN.BHD.の決算日は12

月31日であり、連結財務諸表の作

成にあたり、同社決算日と連結決

算日との差異は３ヶ月以内である

ため、同社の決算日の財務諸表を

使用している。 

 なお、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。  

 



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の

市場価格等に基づく

時価法（評価差額は

全部資本直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (ロ）たな卸資産 

主として６ヶ月毎総平均法

による原価法 

(ロ）たな卸資産 

同左 

(ロ）たな卸資産 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

主として定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、主として当連結会

計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計

期間末において発生してい

ると認められる額を計上し

ている。 

 過去勤務債務は、その発

生時の連結会計年度におい

て一括処理することとして

いる。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から償却す

ることとしている。 

(3）重要な引当金の計上基準 

退職給付引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、主として当連結会

計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額

に基づいた額を計上してい

る。 

 過去勤務債務は、その発

生時の連結会計年度におい

て一括処理することとして

いる。 

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から償却す

ることとしている。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、主として通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によって

いる。なお、為替予約取引

は振当処理によっている。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約取

引 

  外貨建債権債

務及び外貨建

予定取引 

金利スワッ

プ取引 

  
借入金 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約取

引 

  外貨建債権債

務及び外貨建

予定取引 

金利スワッ

プ取引 

  
借入金 

商品スワッ

プ取引 

  
Ｃ重油 

同左 

  (ハ）ヘッジ方針 

 当社グループは、外貨建

取引に係る為替相場の変動

によるリスクをヘッジする

ために為替予約取引を、変

動金利による調達資金の金

利上昇によるコスト増加を

ヘッジするために金利スワ

ップ取引を利用している。

利用にあたっては実需に基

づく取引に限定し、売買差

益の獲得等を目的とする投

機的取引は行わない方針で

ある。 

(ハ）ヘッジ方針 

  当社グループは、外貨建取

引に係る為替相場の変動によ

るリスクをヘッジするために

為替予約取引を、変動金利に

よる調達資金の金利上昇によ

るコスト増加をヘッジするた

めに金利スワップ取引を、Ｃ

重油価格の変動によるリスク

をヘッジするために商品スワ

ップ取引を利用している。利

用にあたっては実需に基づく

取引に限定し、売買差益の獲

得等を目的とする投機的取引

は行わない方針である。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

  (ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引のうち

繰延ヘッジ処理によってい

る取引については、ヘッジ

開始時及びその後も継続し

て、キャッシュ・フロー変

動を完全に相殺するものと

想定することが出来るた

め、ヘッジの有効性の判定

は省略している。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価し

ている。 

 ただし、振当処理によって

いる為替予約取引及び金利ス

ワップ取引のうち繰延ヘッジ

処理によっている取引につい

ては、ヘッジ開始時及びその

後も継続して、キャッシュ・

フロー変動を完全に相殺する

ものと想定することができる

ため、有効性の評価を省略し

ている。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



   表示方法の変更  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

  (6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっている。 

──────  

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 (イ）消費税等の会計処理 

同左 

  

(ロ）固定資産の減損に係る会計

基準 

 当中間連結会計期間より、

固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用している。これ

による当中間連結会計期間の

損益に与える影響はない。 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

  

────── 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に満期日又は

償還日の到来する短期投資からな

っている。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に満期日又は償還

日の到来する短期投資からなって

いる。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

──────  （中間連結損益計算書関係） 

    前中間連結会計期間において区分掲記していた営業

外収益の「固定資産売却益」は金額に重要性がなくな

ったため、当中間連結会計期間より、営業外収益の

「その他」に含めて表示している。 

  なお、当中間連結会計期間において営業外収益の

「その他」に含まれている「固定資産売却益」は8百万

円である。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

番号 前中間連結会計期間末 番号 当中間連結会計期間末 番号 前連結会計年度 

※１  このうち次のとおり担保に供してい

る。 

※１  このうち次のとおり担保に供してい

る。 

※１  このうち次のとおり担保に供してい

る。 

  １．担保に供している資産   １．担保に供している資産   １．担保に供している資産 

  

  
金額 

（百万円） 

内、工場
財団組成
資産 
（百万円） 

建物及び構築
物 

12,857 12,857 

機械装置及び
運搬具 

31,389 31,389 

土地 1,068 1,068 

その他 1,200 1,200 

計 46,516 46,516 

  

  
金額 

（百万円）

内、工場
財団組成
資産 
（百万円）

建物及び構築
物 

12,279 12,279

機械装置及び
運搬具 

30,639 30,639

土地 1,068 1,068

その他 1,057 1,057

計 45,044 45,044

  

金額 
（百万円） 

内、工場
財団組成
資産 
（百万円）

建物及び構築
物 

12,562 12,562

機械装置及び
運搬具 

32,210 32,210

土地 1,068 1,068

その他 1,151 1,151

計 46,993 46,993

  担保されている債務   担保されている債務   担保されている債務 

    (百万円)

長期借入金 

（一年内返済分含む） 
777

    (百万円)

長期借入金 

（一年内返済分含む） 
541

    (百万円)

長期借入金 

（一年内返済分含む） 
659

  ２．担保に供している資産       

    (百万円)

投資有価証券 3,531

      

  担保されている債務       

    (百万円)

長期借入金 

（一年内返済分含む） 
233

      

※２   (百万円)

有形固定資産 

減価償却累計額 
168,087

※２   (百万円)

有形固定資産 

減価償却累計額 
177,454

※２   (百万円)

有形固定資産 

減価償却累計額 
172,684

３ 

  

  

偶発債務 

保証債務 

 つぎの保証先に対し金融機関から

の借入金について債務保証を行って

いる。 

３ 

  

  

偶発債務 

保証債務 

 つぎの保証先に対し金融機関から

の借入金について債務保証を行って

いる。 

３ 

  

  

偶発債務 

保証債務 

 つぎの保証先に対し金融機関から

の借入金について債務保証を行って

いる。 

    (百万円)

当社従業員 1,213

    (百万円)

当社従業員 1,185

    (百万円)

当社従業員 1,213

４   (百万円)

受取手形裏書譲渡高 230

４   (百万円)

受取手形裏書譲渡高 155

４   (百万円)

受取手形裏書譲渡高 275

 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

番号 前中間連結会計期間末 番号 当中間連結会計期間末 番号 前連結会計年度 

  ───── ５  当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行３行とコミットメ

ントライン契約を締結している。この

契約に基づく当中間連結会計年度末の

借入未実行残高等は次のとおりであ

る。 

５  当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行３行とコミットメ

ントライン契約を締結している。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入

未実行残高等は次のとおりである。 

      

  

  (百万円)

貸出コミットメントの総

額 
3,000

借入実行残高 0

差引額 3,000

    (百万円)

貸出コミットメントの総

額 
3,000

借入実行残高 2,010

差引額 990

番号 前中間連結会計期間 番号 当中間連結会計期間 番号 前連結会計年度 

※１  台風による災害損失のうち当中間

連結会計期間に発生した修繕費等を

計上している。 

  ─────   ───── 

※２  台風により損傷した固定資産の修

繕の費用支出等に備えるため、当中

間連結会計期間末において発生して

いると認められる金額を見積り、計

上している。 

  ─────   ───── 

  ─────   ───── ※３   (百万円) 

機械装置及び運搬具 1,085 

その他 11 

 合計 1,097 

※４ 

  

（法人税等の表示方法） 

 当中間連結会計期間における税金

費用については簡便法により計算し

ているため、法人税等調整額は、

「法人税、住民税及び事業税」に含

めて表示している。 

※４ 

  

（法人税等の表示方法） 

同左 

  

  

───── 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている勘定との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に記載されている勘定との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に記載されている勘定との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

  (百万円)

現金及び預金 6,404

現金及び現金同等物 6,404

  (百万円)

現金及び預金 6,158

現金及び現金同等物 6,158

  (百万円)

現金及び預金 6,086

現金及び現金同等物 6,086



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引に係る注記 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

270 171 99 

(有形固定資
産)その他 

475 199 276 

無形固定資産 18 10 8 

合計 763 380 383 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

262 209 53

(有形固定資
産)その他 

444 217 226

合計 706 426 280

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

270 194 76

(有形固定資
産)その他 

461 237 224

合計 731 431 300

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

る。 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 152 

１年超 230 

合計 383 

  （百万円）

１年内 113 

１年超 166 

合計 280 

  （百万円）

１年内 126 

１年超 173 

合計 300 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

  （百万円）

① 支払リース料 79 

② 減価償却費相当額 79 

  （百万円）

① 支払リース料 76 

② 減価償却費相当額 76 

  （百万円）

① 支払リース料 156 

② 減価償却費相当額 156 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっている。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  （百万円）

１年内 1 

１年超 1 

合計 2 

  （百万円）

１年内  - 

１年超 - 

合計 1 

  （百万円）

１年内 - 

１年超     - 

合計 1 



（有価証券関係） 

有価証券 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

Ⅲ 前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社グループが利用しているデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため注記の

対象から除いている。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社グループが利用しているデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため注記の

対象から除いている。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループが利用しているデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されているため注記の

対象から除いている。 

  取得原価 
中間連結貸借 

対照表計上額 
差額 

(1）株式 1,846百万円 8,310百万円 6,463百万円 

(1）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 59百万円 

  取得原価 
中間連結貸借 

対照表計上額 
差額 

(1）株式 2,278百万円 11,933百万円 9,655百万円 

(1）その他有価証券   

非上場株式 50百万円 

  取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1）株式 2,411百万円 10,386百万円 7,974百万円 

(1）その他有価証券   

非上場株式 55百万円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２．各事業の主な製品 

鋼板関連事業……各種鋼板及びその加工品 

機能材料関連事業……硬質合金、電子機器部品、クラッド材、機械器具等 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２．各事業の主な製品 

鋼板関連事業……各種鋼板及びその加工品 

機能材料関連事業……硬質合金、電子機器部品、クラッド材、機械器具等 

  
鋼板関連事業 
（百万円） 

機能材料 
関連事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 53,315 10,275 63,590 ──── 63,590 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
245 1 246 (246) ──── 

計 53,560 10,276 63,837 (246) 63,590 

営業費用 52,002 9,323 61,325 (265) 61,059 

営業利益 1,558 953 2,511 19 2,530 

  
鋼板関連事業 
（百万円） 

機能材料 
関連事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 53,344 12,092 65,437 ──── 65,437 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
0 104 104 (104) ──── 

計 53,344 12,197 65,541 (104) 65,437 

営業費用 54,540 10,920 65,461 (104) 65,356 

営業利益（△は営業損失） △1,196 1,276 80 - 80 



前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２．各事業の主な製品 

鋼板関連事業……各種鋼板及びその加工品 

機能材料関連事業……硬質合金、電子機器部品、クラッド材、機械器具等 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 本国の売上高は、全セグメントの売上高の合計の90％超のため、所在地別セグメント情報の開示を省略した。

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 本国の売上高は、全セグメントの売上高の合計の90％超のため、所在地別セグメント情報の開示を省略した。

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本国の売上高は、全セグメントの売上高の合計の90％超のため、所在地別セグメント情報の開示を省略した。

  
鋼板関連事業 
（百万円） 

機能材料 
関連事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 108,209 20,594 128,803 ──── 128,803 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
517 3 520 (520) ──── 

計 108,726 20,598 129,324 (520) 128,803 

営業費用 106,351 18,590 124,941 (526) 124,415 

営業利益 2,374 2,007 4,382 5 4,387 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 (1）東アジア……中国、韓国 

 (2）その他の地域……米国、シンガポール 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 (1）アジア……中国、韓国、シンガポール 

 (2）その他の地域……米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

４．従来、「その他の地域」に含めていたシンガポールの売上が増大したため、当中間連結会計期間より「アジ

ア」と「その他の地域」に区分を変更し、シンガポール等の売上を「アジア」に含めて表示している。 

  なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における「アジア」への海外売上高及び連結売上高に占める

割合はそれぞれ13,328百万円、21.0％及び27,797百万円、21.6％である。 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

 (1）東アジア……中国、韓国 

 (2）その他の地域……米国、シンガポール 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 8,862 6,406 15,268 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     63,590 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
13.9 10.1 24.0 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 13,728 1,603 15,332 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     65,437 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
21.0 2.4 23.4 

  東アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 18,197 13,388 31,586 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     128,803 

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
14.1 10.4 24.5 



（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。 

    ２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

   （重要な後発事象）  

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 703円00銭

１株当たり中間純利

益金額 
12円91銭

１株当たり純資産額 727円06銭

１株当たり中間純利

益金額 
6円46銭

１株当たり純資産額 712円05銭

１株当たり当期純利

益金額 
15円61銭

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益金額（百万円） 1,300 651 1,624 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 0 0 51 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
0 0 (51) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

金額（百万円） 
1,300 651 1,573 

普通株式の期中平均株式数（千株） 100,789 100,783 100,787 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────   当社は、平成17年９月27日開催の取

締役会において特別早期退職制度の実

施を決議し、労働組合との協議を経て

平成17年12月５日から特別早期退職者

の募集（対象者：平成18年４月１日現

在で満50歳以上の従業員、退職日：平

成18年２月28日）を実施した。  

 その結果、応募者数は259名とな

り、これに伴う特別退職金等の費用約

38億円を平成18年３月期決算にて特別

損失として計上する予定である。 

────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   5,820   3,983 5,529   

受取手形   1,932   1,895 1,812   

売掛金   16,293   12,946 13,195   

たな卸資産   20,905   26,092 24,255   

短期貸付金   7,496   9,117 8,740   

その他   2,347   3,061 2,935   

貸倒引当金   △54   △40 △79   

流動資産合計     54,741 42.5 57,057 42.4   56,389 42.3

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※1、2         

建物   13,894   13,332 13,566   

機械及び装置   31,983   31,162 32,751   

土地   10,897   10,927 10,912   

その他   5,021   4,490 4,439   

有形固定資産合計     61,796 59,912   61,671 

無形固定資産     132 110   102 

投資その他の資産           

投資有価証券 ※２ 7,589   11,250 9,536   

その他   4,450   6,278 5,813   

貸倒引当金   △47   △40 △48   

投資その他の資産
合計 

    11,992 17,488   15,301 

固定資産合計     73,922 57.5 77,511 57.6   77,075 57.7

資産合計     128,663 100.0 134,569 100.0   133,464 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

買掛金   16,173   15,781 17,995   

短期借入金   15,956   23,972 17,966   

一年内償還予定社
債 

  0   5,000 0   

未払法人税等   698   262 943   

引当金   114   0 37   

その他   5,823   5,547 6,749   

流動負債合計     38,765 30.2 50,563 37.6   43,691 32.7

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

社債   8,000   3,000 8,000   

長期借入金   8,991   6,155 7,573   

退職給付引当金   6,662   5,062 6,227   

その他   340   1,672 978   

固定負債合計     23,994 18.6 15,890 11.8   22,778 17.1

負債合計     62,759 48.8 66,454 49.4   66,470 49.8

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     5,040 3.9 5,040 3.7   5,040 3.8

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   6   6 6   

資本剰余金合計     6 - 6 -   6 -

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金   1,260   1,260 1,260   

任意積立金   52,532   53,517 52,532   

中間（当期）未処
分利益 

  3,241   2,553 3,437   

利益剰余金合計     57,033 44.3 57,330 42.6   57,229 42.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    3,827 3.0 5,744 4.3   4,722 3.5

Ⅴ 自己株式     △3 △- △6 △-   △5 △-

資本合計     65,904 51.2 68,115 50.6   66,993 50.2

負債資本合計     128,663 100.0 134,569 100.0   133,464 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     55,494 100.0 57,250 100.0   111,960 100.0 

Ⅱ 売上原価     49,376 89.0 53,980 94.3   100,706 89.9

売上総利益     6,117 11.0 3,269 5.7   11,253 10.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,386 7.9 4,089 7.1   8,495 7.6

営業利益又は 
営業損失（△） 

    1,731 3.1 △819 △1.4   2,757 2.5

Ⅳ 営業外収益 ※１   513 0.9 643 1.1   1,046 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   330 0.6 262 0.5   581 0.5

経常利益又は 
経常損失（△） 

    1,914 3.4 △438 △0.8   3,223 2.9

Ⅵ 特別利益 ※３   0 0.0 1,086 1.9   0 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   124 0.2 0 0.0   786 0.7

税引前中間（当
期）純利益 

    1,790 3.2 647 1.1   2,436 2.2

法人税、住民税及
び事業税 

※５ 677   257 1,021   

法人税等調整額     677 1.2 257 0.4 △146 874 0.8

中間（当期）純利
益 

    1,113 2.0 390 0.7   1,561 1.4

前期繰越利益     2,127 2,162   2,127 

中間配当額         251 

中間（当期）未処
分利益 

    3,241 2,553   3,437 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

同左 

  

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

  

  

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

 (2）たな卸資産 

６ヶ月毎総平均法による原価

法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定額法（千葉県浦安市の設備

については定率法）を採用して

いる。 

(1）有形固定資産 

 定額法（一部について定率

法）を採用している。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）売上割戻引当金 

 売上割戻金の支払に充てるた

め過去の実績を基礎として支払

見込額を計上している。 

────── 

  

  

(2）売上割戻引当金 

 売上割戻金の支払に充てるた

め過去の実績を基礎として支払

見込額を計上している。 

 (3）災害損失引当金 

 台風により損傷した固定資産

の修繕の費用支出等に備えるた

め、当中間会計期間末において

発生していると認められる金額

を見積り、計上している。 

────── 

  

────── 

  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

の事業年度において一括処理す

ることとしている。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から償却することと

している。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づいた額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

の事業年度において一括処理す

ることとしている。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から償却することと

している。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。なお、為替予約取引は振当

処理によっている。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取

引 

外貨建債権債

務及び外貨建

予定取引 

金利スワッ

プ取引 
借入金 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取

引 

外貨建債権債

務及び外貨建

予定取引 

金利スワッ

プ取引 
借入金 

商品スワッ

プ取引 
Ｃ重油 

 

 (3）ヘッジ方針 

 当社は、外貨建取引に係る為

替相場の変動によるリスクをヘ

ッジするために為替予約取引

を、変動金利による調達資金の

金利上昇によるコスト増加をヘ

ッジするために金利スワップ取

引を利用している。利用にあた

っては実需に基づく取引に限定

し、売買差益の獲得等を目的と

する投機的取引は行わない方針

である。 

(3）ヘッジ方針 

 当社は、外貨建取引に係る為

替相場の変動によるリスクをヘ

ッジするために為替予約取引

を、変動金利による調達資金の

金利上昇によるコスト増加をヘ

ッジするために金利スワップ取

引を、Ｃ重油価格の変動による

リスクをヘッジするために商品

スワップ取引を利用している。

利用にあたっては実需に基づく

取引に限定し、売買差益の獲得

等を目的とする投機的取引は行

わない方針である。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4）ヘッジ有効性の評価の方法 

 金利スワップ取引のうち繰延

ヘッジ処理によっている取引に

ついては、ヘッジ開始時及びそ

の後も継続して、キャッシュ・

フロー変動を完全に相殺するも

のと想定することが出来るた

め、ヘッジの有効性の判定は省

略している。 

(4）ヘッジ有効性の評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計を比

較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価している。 

 ただし、振当処理によってい

る為替予約取引及び金利スワッ

プ取引のうち繰延ヘッジ処理に

よっている取引については、ヘ

ッジ開始時及びその後も継続し

て、キャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定する

ことができるため、有効性の評

価を省略している。 

(4）ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっている。なお、

仮払消費税等と仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示している。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 

 ────── (2）固定資産の減損に係る会計基

準 

 当中間会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用してい

る。これによる当中間会計期間

の損益に与える影響はない。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

番号 項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却

累計額 

（百万円） 

151,252 

（百万円） 

158,876 

（百万円） 

155,248 

※２ 担保に供している資産 （百万円） （百万円） （百万円） 

  工場財団組成資産 46,516  45,044 46,993 

  投資有価証券 3,531  0 0 

  担保されている債務 （百万円） （百万円） （百万円） 

  長期借入金 

（一年内返済予定分

含む） 

777 541 659 

  関係会社の金融機関

からの借入金 

233 

（2,100千米ドル） 

0 

  

0 

  

 ３ 

  

偶発債務 

  

保証債務 

 つぎの保証先に対し金融機関か

らの借入金等について債務保証を

行っている。 

保証債務 

 つぎの保証先に対し金融機関か

らの借入金等について債務保証を

行っている。 

保証債務 

 つぎの保証先に対し金融機関か

らの借入金等について債務保証を

行っている。 

    保証先 金額 

（百万円） 

TOYO-MEMORY  

TECHNOLOGY  

SDN.BHD. 

334 

（492千リンギット）

（2,880千米ドル）

従業員 

（住宅資金等） 
1,213 

保証先 金額 

（百万円） 

TOYO-MEMORY  

TECHNOLOGY  

SDN.BHD. 

14  

（492千リンギット）

 

従業員 

（住宅資金等） 
1,185 

保証先 金額 

（百万円） 

TOYO-MEMORY  

TECHNOLOGY  

SDN.BHD. 

 168 

（492千リンギット）

（1,440千米ドル）

従業員 

（住宅資金等） 
1,213 

 ４ コミットメントライン

契約 

──────  当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結し

ている。この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高等は

次のとおりである。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行３行とコ

ミットメントライン契約を締結し

ている。この契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高等は次の

とおりである。 

        （百万円） 

貸出コミットメン

トの総額 
3,000 

借入実行残高 0 

差引額 3,000 

  （百万円） 

貸出コミットメン

トの総額 
3,000 

借入実行残高 2,010 

差引額 990 



（中間損益計算書関係） 

番号 項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち （百万円） （百万円） （百万円） 

  受取利息 45 59  93  

※２ 営業外費用のうち （百万円） （百万円） （百万円） 

  支払利息 118  125 230  

※３ 特別利益のうち ────── （百万円） ────── 

  退職給付信託設定益   1,086   

※４ 特別損失のうち （百万円） ────── （百万円） 

  災害損失 53   124  

  災害損失引当金繰入

額 
71   0  

  固定資産臨時償却費 0   機械及び装置   662 

※５ 法人税等の表示方法  当中間会計期間における税金費

用については、簡便法により計算

しているため、法人税等調整額

は、「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示している。 

同左 ────── 

 ６ 減価償却実施額 （百万円） （百万円） （百万円） 

  有形固定資産 3,897  3,945  8,502 

  無形固定資産 17  18  35 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械及び装
置 

162 131 31 

その他 359 161 198 

合計 522 292 230 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械及び装
置 

162 158 4

その他 331 162 168

合計 493 320 172

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装
置 

162 144 18

その他 342 185 157

合計 505 329 175

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定している。 

同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定してい

る。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円）

１年内 106 

１年超 123 

合計 230 

  （百万円）

１年内 74 

１年超 98 

合計 172 

  （百万円）

１年内 85 

１年超 89 

合計 175 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

  （百万円）

(1）支払リース料 54 

(2）減価償却費相当額 54 

  （百万円）

(1）支払リース料 55 

(2）減価償却費相当額 55 

  （百万円）

(1）支払リース料 109 

(2）減価償却費相当額 109 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるも

のはない。 



   （重要な後発事象）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

──────   当社は、平成17年９月27日開催の取

締役会において特別早期退職制度の実

施を決議し、労働組合との協議を経て

平成17年12月５日から特別早期退職者

の募集（対象者：平成18年４月１日現

在で満50歳以上の従業員、退職日：平

成18年２月28日）を実施した。  

 その結果、応募者数は259名とな

り、これに伴う特別退職金等の費用約

38億円を平成18年３月期決算にて特別

損失として計上する予定である。 

────── 



(2）【その他】 

 平成17年10月27日開催の取締役会において、第109期中間配当（商法第293条ノ５の規定に基づく金銭の分配）

について、次のとおり決議した。 

(1）中間配当金の総額   251百万円 

(2）１株当りの中間配当額  2円50銭 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第108期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

 ① 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づ

く臨時報告書 平成17年８月１日関東財務局長に提出  

 ② 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づ

く臨時報告書 平成17年12月16日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月20日 

東洋鋼鈑株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人 双研社   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 英俊  印 

  業務執行社員   公認会計士 貴志  豊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東

洋鋼鈑株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、東洋鋼鈑株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務

諸表に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月22日 

東洋鋼鈑株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人 双研社   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 英俊  印 

  業務執行社員   公認会計士 貴志  豊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東

洋鋼鈑株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、東洋鋼鈑株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「重要な後発事象」に、東洋鋼鈑株式会社における特別早期退職制度実施にかかる記載が行われている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務

諸表に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月20日 

東洋鋼鈑株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人 双研社   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 英俊  印 

  業務執行社員   公認会計士 貴志  豊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東

洋鋼鈑株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、東洋鋼鈑株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表

に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月22日 

東洋鋼鈑株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人 双研社   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 山本 英俊  印 

  業務執行社員   公認会計士 貴志  豊  印  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東

洋鋼鈑株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第109期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、東洋鋼鈑株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「重要な後発事象」に、特別早期退職制度実施にかかる記載が行われている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上 

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表

に添付する形で別途保管している。 
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